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万人で、全線開通によって約10万人の
利用を見込んでいる。

全国で注目される施策や課題は、地域で暮らす私たち
にどう影響するのか？身近に起きた出来事やトレンドなど、
幅広い分野のニュースを紹介していきます。ネットでもさ
まざまなニュースを紹介しています。

シティライフNEWS　で検索
月29日から11月4日にかけて、
万博記念公園など府内全域
で『 大 阪 文 化 芸 術フェス

2018』が開催される。
　同フェスは大阪府、大阪市、関西経済
連合会や大阪商工会議所などで構成す
る「大阪文化芸術フェス実行委員会」が
中心となって、万博記念公園や府内のホ
ール、劇場などで、大阪が誇る上方芸能・
上方演芸などをはじめ、音楽や演劇、ア
ートなど、国内外のコンテンツをフェス期
間内に集めて実施するもの。
　大阪の文化芸術を楽しむ機会を創出
するとともに国際エンターテインメント都
市の実現を目指し、大阪の都市格の向上

年春に全線開業を予定して
いるJ R「おおさか東 線 」の
北区間（新大阪駅～放出駅、

11.1km）に新設する4つの駅名が決まっ
た。北側から「南吹田」「JR淡路」「城北
公園通」「JR野江」。同線は、大阪東部
地域の鉄道ネットワークの充実を目的とし
て整備が進められているもので、2008年
に南区間（放出駅～久宝寺駅）が先行し
て開業。昨年度の利用者数は1日当たり5

来

大阪文化芸術フェスが今年も開催

二輪車による交通事故を防ごう　協力：大阪府警察

　大阪府下の交通死亡事故のうち、二輪車事故は2018年7月末時点（速報値）で依然として約
4割を占めており、最も多くなっている。
　二輪車乗車中の交通事故のうち、交差点及び交差点付近での交通事故が最も多く、全体の
約6割にも及んでいる現状だ。二輪車は、自動車と違って車体に守られていないため、交通事故
に遭った場合、重大事故につながる危険性が高い。運転する際は下記の点に注意しよう。

　2018年4月1日から「2018 OSAKA 二輪車セーフティチャレンジ」を実施（エントリー期間4/1～
9/28、実施期間4/28～10/31）。二輪車利用者が無事故・無違反にチャレンジし、交通安全意識
を高め、交通事故を防止することを目的としている。参加は無料。各警察署交通課で受付を行う
とセーフティチャレンジシールを進呈。

　効果を実感
　弁護士の出張授業

部科学省はスクールロイヤー
の調査研究プロジェクトを開
始し、初年度となる2017年は

全国で2カ所の自治体が実施対象地区
に選ばれた。その一つが箕面市だ。
　スクールロイヤーといえば、2018年4月
からNHKで放映されたドラマのように、
弁護士が学校に常駐して目立った活動
をするスタイルを想像しがちだが、日本の
スクールロイヤー制度ではドラマのような
常駐での弁護士活動はほとんどない。
　昨年度実施した箕面市では、スクー
ルロイヤーを各校に特別講師として派
遣し、児童生徒にいじめと法律に関する
出張授業を行うスタイルを採用した。市
内の全20校の公立小学5年生、中学1
年生を対象として弁護士によるいじめ
対策授業を行い、「いじめは法律違反

学校のいじめ問題などを早期解決する

スクールロイヤー制度

文

子どもを取り巻く環境は日々変化し、いじめ問題も深刻化かつ多様化している。2011年に起
きた大津市中2いじめ自殺事件をきっかけに、2013年にはいじめの定義や学校の対処法など
を法律としてまとめた「いじめ防止対策推進法」が成立。そして、今、法律的な視点から学校
のいじめ問題に適切なアドバイスを与える“スクールロイヤー”がにわかに注目を浴びている。

吹田市に新駅誕生 「南吹田駅」

面市が、「シビックプライドラン
キング2018（関東・関西）」のト
ップ10にランクインした。同ラン

キングは、2008年より株式会社読売広告
社が行っている「シビックプライド調査」に
基づいて発表されているもので、「愛着」

「誇り」「共感」「継続居住意向」「他者
推奨意向」の5つの指標によって評価づ
けされる。シビックプライドとは、その都市
に対する住民の誇りや愛着のこと。自治
体運営の施策を考えるヒントになりうると
考えられている。箕面市は、「愛着」7位、

「誇り」6位、「共感」1位、「継続居住意
向」11位、「他者推奨意向」6位で、総合
6位にランクイン。総合ランキング1位は港
区（東京都）で、2位は文京区（東京都）、

3位は中央区（東京都）と続く。関西圏内
で総合トップ10に入ったのは箕面市と神
戸市（総合8位）のみ。今回の調査は、関
東・関西圏の人口10万人以上の151自治
体に暮らす20代～50代の住民、約8,500
人を対象として、2018年3月に行われた。

箕
箕面市  シビックプライド 総合6位に

年も猪名川花火大会が8月18日
に開催する予定。池田市・川西
市が共同運営する同花火大会

は今年で70回目を迎え、毎年10万人以上
が訪れる地域の一大イベント。ここ数年は
警備費などの増加に伴い、開催資金の捻
出が大きな課題だった。そこで池田市は資
金調達の手段として、今年6月1日から7月20
日まで、「猪名川花火大会応援プロジェク
ト」と題したクラウドファンディング型ふるさと
納税を実施。その結果、当初の目標額だっ
た100万円を超える111万7,000円の資金調
達に成功した。集まった寄付は、約4,000万
円の開催費用の一部に活用される。1万円
出資した人は、100席限定の特別席で花

火大会を鑑賞できる特典を付与。また、
出資金の一部はふるさと納税として税金
の控除の対象になる。
　来年度以降も同様のクラウドファンディ
ングを開催する予定。池田市の担当者は、
「2市をまたぐ伝統的な行事を長く継続
するために、来年度もご協力をお願いし
たい」と話す。

今

70回目の猪名川花火大会開催予定
ふるさと納税で資金調達（記事は8/15作成）

国で熱中症による救急搬送が
増え、箕面市では、小中学校
での熱中症予防の対応方針

を刷新し、7月19日から実施している。室
温が28度以上、または湿度や気温などを
もとにした指標、暑さ指数（WBGT）が28
度 以 上となった場 合に空 調を稼 働 。
WBGTが28度以上では、部活動を含む

屋外活動を中止する。以前は、WBGT
が28～31度で激しい運動を避けるなど、
運動に対してのみ制限を設けていたが、
今後は運動以外の課外活動も全て中止
する。ただし、クラブ活動の公式試合等
については、熱中症対策を十分に行うと
したうえで、参加の判断を各学校が行う。

全

箕面市 熱中症対策
28度以上でエアコンを

である」ということをプロの法律家の立
場から伝えた。生徒同士がいじめる側と
いじめられる側を演じるロールプレイを
行い、どんな行為がいじめに当たるのか
を体験するなど、授業内容はバラエティ
に富んだ。
　箕面市が実施したアンケート調査では、
弁護士の授業を受けた後には「いじめを
見つけたら（注意する・仲裁するなどの）
行動ができる」と、いじめに対して声をあげ
る生徒が増えたことが分かったという。ま
た、教師側にも校内の潜在的な問題を洗
い出し、いじめ問題を法律的な観点から
考察する貴重な経験となった。

　全国に先駆けて
　大阪府小中でスタート

年度には大阪府が文部科学
省の調査研究の対象自治体に
選ばれたが、実は大阪府では

国のプロジェクトに先駆け、2013年より「い
じめ対策支援事業」の一環として独自のス
クールロイヤー制度をすでに実施している。
　大阪弁護士会の「子どもの権利委員
会」に所属する弁護士9名と提携し、政
令指定都市の大阪市・堺市を除く大阪
府下の約900校の公立小・中学校の校
長や教職員を対象に、スクールロイヤー
による相談を実施。直接、学校の教職員
が弁護士事務所を訪問したり、学期ごと
に弁護士による定期相談会の機会を設
けたりしている。
　現在、年間を通じて相談数は約100件。

「弁護士への相談といえば躊躇してしま
いがちですが、問題が大きくなってからで
は手遅れになることも。早い段階で相談
してほしい」と府教育庁の担当者は話す。
スクールロイヤーを利用した学校側から
は、「法律家からのアドバイスを得ること
で、自信をもっていじめ対応を行うことが
できるようになった」など、好評だ。

　高校ではいじめ
　問題以外にも

年6月からは、府立高校、府立
支援学校等の199校にもスク
ールロイヤー制度を試行実施。

年間5回程度の定期相談会のほか、緊
急事態発生時には学校側が弁護士に
個別で相談できる。いじめ問題以外に、
学校管理下の事故や近隣トラブルなども
相談の対象だ。利用した教職員からは

「法的な助言を受けることで、やるべきこ
とを整理できた」との報告が寄せられて
いるという。
　SNSを使用したクラウド上のいじめな
ど、いじめの舞台が広域に渡る今、学校
内だけで問題を解決するのは困難にな
りつつある。弁護士やスクールカウンセラ
ーなど、外部の専門家と連携を図ること
により、社会全体で子どもを守ることが
求められている。

を図って2025年国際博覧会の大阪開催
につなげていきたいねらいだ。
　昨年に続いて2度目の開催となる本年
度は、大阪で結成され、30周年を迎える
ウルフルズのコンサートをキックオフイベン
トとして行うことを決定した。

　キックオフイベントは
　ウルフルズ 

月21日、同実行委員会の記
者発表会が行われ、ウルフル
ズと松井一郎大阪府知事が

登壇した。 
　昨年に引き続き同フェスを開催するこ

と、また9月29日に万博記念公園もみじ川
芝生広場で同フェスのキックオフイベント、

「ウルフルズがやって来る！ヤッサ2018 ガ
ッチューOSAKA」が行われることを発
表。 松井知事は「今年はウルフルズがい
っしょに大阪のパワー、ガッツを見せようと
参加してくれる、感謝している」と話した。
　ウルフルズは、1988年に大阪で結成さ
れるなど、大阪に深い縁がある。トータス
は「サンコンは茨木、ジョンBは吹田出身

で、僕は兵庫県の出身なんですけど、18
歳の時に大阪へ出てきてみんなと出会っ
た。大阪に育てられたので恩返しをした
いと思っていた。そういったときにこのお
話があったので、本当にありがたいと感
謝しています」と述べた。
　大阪文化芸術フェスの内容は公式ホ
ームページ（https://osaka-ca-fes.jp） 
で確認できる。

［開催期間］2018年9月29日（土）～11月4日（日）
［会　　場］万博記念公園・大阪府内会場
［実施主体］大阪文化芸術フェス実行委員会（構成団体）
　　　　　大阪府／大阪市／公益社団法人 関西経済連合会
　　　　　大阪商工会議所／一般社団法人 関西経済同友会
　　　　　公益財団法人 大阪観光局／
　　　　　公益財団法人 関西・大阪21世紀協会

［問い合わせ］大阪文化芸術フェス実行委員会事務局
　　　　　 （大阪府 府民文化部 文化・スポーツ室 文化課内）
　　　　　 06-6941-0351（大阪府庁 代表）

記者発表会の
様子

同市の小中学
校では、児童生
徒が使用する普
通 教 室と特 別
教室、体育館に
エアコンが完備
されている。

● 速度を控え、しっかりと交差点の安全確認を
● 交差点を通過する際は、対向右折車両に十分注意を
● 万が一の事故に備え、ヘルメットだけでなく、胸部プロテクター等の着用を

［ 全国重点 ］
● 子どもと高齢者の安全な通行の確保と高齢運転者の
交通事故防止
● 夕暮れ時と夜間の歩行中・自転車乗用中の交通事故防止
● 全ての座席のシートベルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底
● 飲酒運転の根絶

［ 大阪重点 ］
二輪車の交通事故防止

9/21～30
「秋の全国交通安全運動」実施

"交通事故に遭わない、起こさない"を合言葉に、
安全運転を。
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　都市部で注目される
　共感型

ともと、多額の税収入で潤う首
都圏の自治体と、人口流出と
資金不足に苦しむ地方自治

体の格差を埋めるべく、生まれ育った故
郷を税制で貢献する仕組みを目指して
はじまった。寄付金は、子育てや教育、ま
ちづくり、災害支援などに役立てられてい
る。2015年の制度改正で、ふるさと納税
の限度額が引き上げられ、確定申告も不
要となったことで利用者が急増。2017年
度には3,653億円の寄付額を記録した。
　一方で、多くの寄付金を集めるために、
自治体が寄付者に送る返礼品の競争が
過熱。高額なものや換金性・資産性のある

新たな地方創生の鍵となるか
クラウドファンディング型ふるさと納税

も

ふるさと納税制度が開始され、今年で10年となる。納税者にとっては、自分の好きな自治体に寄付ができたり、
税金が控除されるなどメリットも大きい。最近注目されるクラウドファンディング型を取り上げる。

ものを返礼品とした自治体もあった。当然、
人口の多い都市にとっては、ふるさと納税
による資金の流入よりも流出が上回ることも
多い。そんな都市部で、商品の返礼ではな
く共感を与えるクラウドファンディング型ふる
さと納税が注目されている。例えば、茨木市
内で撮影した映画「葬式の名人」の制作
費を募るプロジェクトや、神戸市が実施した、
起業家たちの育成・拠点を創り出すことを

目的にした谷上プロジェクトなどがある。
　クラウドファンディングは、商品開発や
起業など様々なプロジェクトに対しネット
で寄付を募り、完成した商品やサービス
などのリターン（返礼）を受ける仕組み。
住民税などの控除はない。これに住民税
控除のあるふるさと納税を組み合わせる
ことで、寄付額の増加を目的としている。

　地域の問題解決の
　突破口に

戸大学大学院准教授の保田
隆明氏によると、ふるさと納税
は自治体に資金調達の機会

を与えるとともに、返礼品を販売する企業
の活性化も期待できるという。「最も重要

なのはふるさと納税を通して、地域の課
題が浮かび上がってくることです。各自
治体ともどの問題を優先的に解決してい
くかは各議会が決定するため、どうしても
社会的弱者や少数派の課題は後回しに
されやすい。しかし、ふるさと納税を利用
して問題意識や取り組みの意義に共感
する人や資金を募ることで、小さくても重
要な課題に取り組めます」と話す。
　国としてもさらなる有効活用をめざし、
今年度より起業家支援や移住交流促進
をテーマにしたクラウドフ
ァンディング型ふるさと納
税への支援をはじめた。
ふるさと納税が、地域の
問題解決のひとつとして
定着していきそうだ。

神

ふるさと納税の受入額の推移

総務省の資料をもとに作成

ふるさと納税受入額（億円）

神戸大学大学院
経営学研究科
准教授保田隆明氏
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